
エネルギー政策について

2025年1月31日

資源エネルギー庁 電力基盤整備課
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エネルギー基本計画（原案）の概要（１／７）
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（参考）ロシアによるウクライナ侵略に伴うエネルギー危機（LNGへの影響）

（出典）「エネルギー白書2023」から抜粋

欧州（EU＋英国）のLNG輸入状況

米国からのLNG輸入量が増加

万トン 【輸入元】

LNG価格の推移

ロシアによるウクライナ侵略以降、世界的にLNGの需給ひっ迫・価格高騰が発生。
このような中、EUはLNGの輸入量を増加させている。特に、米国からEUへの輸入量が増加。
LNGのアジア価格（JKM）は2019年頃と比較すると 2022年は平均で約6倍の歴史的高値水準。

【JKM】
2022年3月7日
$84.76
※過去最高

（出典）S&P Global Platts他
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2024/7/23 第59回基本政策分科会 資料１
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2024/12/3 第66回基本政策分科会 資料1



5（出所）電力広域的運営推進機関「全国及び供給区域ごとの需要想定（2024年度）」
（令和6年1月24日）を元に作成

2020~2030 2050

生成AI等DX
による増加？

約1.35兆～1.5兆kWh※2

約1兆kWh※1

※1：総合エネルギー統計、第6次エネルギー基本計画に基づく。
※2：第43回基本政策分科会で示されたRITEによる発電電力推計を踏まえた参考値。

・テレワーク率の減少
・節電・省エネ

・データセンター・
半導体工場の新増設等

年
度

半導体の省エネ性能が向上する一方で、Chat GPTなどの生成AIの利活用拡大に伴い、計算資
源における電力消費量が増加する可能性。
半導体の微細化や光電融合等の消費電力の低減に大きく寄与する半導体技術の開発等を進めな
がらも、今後、AIの進展による計算量の増大に伴い、電力消費量が急増するシナリオも想定してお
く必要。（増加量の見通しは、半導体の省エネ性能の向上による効果などがどの程度期待できるかに
よって、大きな幅がある。）

我が国の需要電力量の見通し 国内発電電力量のイメージ

第11回 GX実行会議
(2024年5月13日）資料１（参考）DXの進展による電力需要増大 2024/9/12 第62回基本政策分科会 資料1
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（参考）データセンター・半導体工場の新増設による影響 2024/9/12 第62回基本政策分科会 資料1
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（参考）DXによる電力需要増に対応するため、徹底した省エネ、再エネ拡大、原子力発電所の再稼働や
新型革新炉の設置、火力の脱炭素化に必要な投資拡大



8

2024/5/13 第11回GX実行会議 資料１
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（参考）自然災害への対応
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1966 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2023

停電時間(分)

台風19号の影響

台風等の影響

東日本大震災の影響

停電回数(回)

停電回数(回)

停電時間(分)

（年度）

台風、豪雨等の影響

（出典）令和4年度エネルギーに関する年次報告（エネルギー白書2023）、電気の質に関する報告書（電力広域的運営推進機関）をもとに加工

低圧電灯需要家1軒当たりの年間停電回数と停電時間の推移

供給エリアの
最大停電件数

最大震度発生時期災害名

約47万戸
震度7

【熊本】
2016年4月熊本地震

約295万戸
震度7

【北海道】
2018年9月北海道胆振東部地震

約220万戸
震度6強
【福島】

2022年3月福島県沖地震

供給エリアの
最大停電件数

供給エリアの
1時間降水量

供給エリアの
最大風速※発生時期災害名

約8万戸88.0mm
【山口】-2018年7月西日本豪雨

約93万戸89.5mm
【東京】

43.4m/s
【東京】2019年9月台風15号

約44万戸85.0mm
【神奈川】

34.8m/s
【東京】2019年10月台風19号

至近で発生した地震による一定規模の停電被害の事例 至近で発生した台風・豪雨による一定規模の停電被害の事例

2011年の東日本大震災以降も、北海道胆振東部地震に伴うブラックアウト、千葉県を中心とした台
風15号に伴う大規模停電、西日本豪雨、さらには2024年1月の能登半島地震など、エネルギー・電
力システムの強靱性を問う自然災害が頻発。
南海トラフ地震、首都直下地震といった大規模地震のリスクは顕在。

（出典）電力レジリエンスワーキンググループ中間とりまとめ 等 ※10分間平均風速の最大値を指す

2024/1/22 第69回電力・ガス
基本政策小委員会 資料３



（参考）令和6年能登半島地震（2024年1月1日）への電力需給状況
1月1日16時10分に石川県能登地方を震源とする地震が発生（最大震度7）した。
運転中の発電所においては、七尾大田火力発電所1号機、2号機において保護装置が正常に作動
し自動停止した。
設備点検の結果、石炭払出機の倒壊、揚炭機の脱輪、煙突支持鉄塔の斜材の座屈・破断、構内
道路の陥没・亀裂等の設備被害が確認できており、現在も復旧に向け対応を行っている。
また、北陸エリアにおいては、1月1日17時から24時の間で需給ひっ迫融通を実施（関西方面より
各時間最大60万kW）することで、安定供給に最低限必要な予備率3%を確保。

17:00-18:00 北陸へ60万kW（関西から60万kW）
18:00-22:30 北陸へ最大60万kW（関西から最大60万kW）
22:30-24:00 北陸へ最大55万kW（関西から最大55万kW）

融通状況
倒壊した石炭払出機 破断したボイラー配管の防振器

2号機1号機号機
70万kW50万kW出力

1998年7月1995年3月運開日
石炭石炭燃種

（参考）七尾大田火力発電所概要

（出典）七尾大田火力発電所に係る情報（北陸電力株式会社HP）、電力融通状況に係る情報（電力広域的運営推進機関HP）
10

2024/2/27 第70回電力・ガス
基本政策小委員会 資料10
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（参考）2025年度の電力需給の見通しについて

出典：電力広域的運営推進機関の提供資料を基に資源エネルギー庁作成

• 2025年度は、発電所の休廃止の進展や定期検査・大規模修繕等が重な

り、安定供給に最低限必要な予備率３％以上は確保できる見込みであ

るものの、現時点では、余裕のない状況。

3月2月1月12月エリア

14.8％8.1%7.7%20.5%
北海道
東北

12.3％東京

20.1％9.7%11.1%

中部

8.9%

北陸
関西
中国
四国

3.2%6.0%10.3%九州
51.0%45.6%34.1%37.0%沖縄

厳気象Ｈ１需要に対する最小予備率

9月8月7月エリア

13.6%
7.2％

7.9％北海道
東北

5.5％東京
中部

11.1％9.2％
北陸
関西
中国

21.5%23.6%25.8%四国
13.6%11.1%13.6%九州
32.3%36.8%27.2%沖縄

＜夏季＞ ＜冬季＞

※広域予備率に関しては現時点版の数値であり、年度末に提出される供給計画の供給力や需要の見通しに応じて変更される。また、電力広域的運営推進機関において連系線の運用容量の細分化に関する検討が進められており、
適宜議論状況を反映して再計算を実施する。

2024/10/29 第82回電力・ガス
基本政策小委員会 資料４
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（参考）これまでの電力需要対策
年度

２０１２

２０１３

２０１４

２０１５

２０１６

～

２０２１

２０２２

２０２３

２０２４

2013～2015年度：数値目標なし節電要請
（９電力管内）

2016～2021年度：省エネ・節電協力の呼びかけ

2014～2015年度：数値目標なし節電要請
（９電力管内）

2016～2021年度：省エネ・節電協力の呼びかけ

その他のエリアは
数値目標なし節電要請

＜数値目標付き節電要請＞

2012年度：北海道▲7%

2013年度：北海道▲6％

その他のエリアは
数値目標なし節電要請

※2018年度は北海道のみ数値目標なし節電要請

＜数値目標付き節電要請＞
2012年度：関西・九州▲10%、

北海道▲7％、四国▲5%

〈
無
理
の
な
い
範
囲
で
の
節
電
〉

〈
無
理
の
な
い
範
囲
で
の
節
電
〉

2022年度：数値目標なし節電要請（10電力管内）

＜電力需給関係閣僚会合の開催状況＞
2011～2017 開催（2016、2017は書面開催）
2018～2021 開催せず
2022 開催（対面）
2023 開催（書面）
2024 開催せず

2011～2016 開催（2015、2016は書面開催）
2017～2021 開催せず
2022 開催（書面）
2023 開催せず

（冬季）（夏季）

2022年度：数値目標なし節電要請（10電力管内）

2023年度：数値目標なし節電要請（東京エリア）

夏季 冬季

2023年度：省エネ・節電協力の呼びかけ
2024年度：省エネ・節電協力の呼びかけ

2024/10/29 第82回電力・ガス
基本政策小委員会 資料４
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エネルギー基本計画（原案）の概要（２／７）
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エネルギー基本計画（原案）の概要（３／７）
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エネルギー基本計画（原案）の概要（４／７）
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（参考）火力の稼働率の推移

（出典）2000～2015年度：電源開発の概要（資源エネルギー庁）、2016年度以降：供給計画とりまとめ（電力広域的運営推進機関）から作成
（注）燃料ごとの発電電力量を、設備容量に1年の時間（24時間×365・366日）を乗じた値で除して算出している。

発電容量には、休止中の火力発電所の発電容量も含まれることに留意。

• 足元における火力の稼働率は、震災後、特にLNG・石油火力を中心に増加したものの、足元にお

いては燃料種を問わず低下傾向。

• なお、 2021～22年にかけて、石油火力の稼働率が増加傾向となったが、電力需給の厳しさや、

LNG・石炭の価格高騰によるメリットオーダーの逆転等によるもの。

LNG

石炭

石油等

2011

火力の稼働率推移

2024/7/23 第59回基本政策分科会 資料１
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（参考）長期脱炭素電源オークションにおけるLNG火力の募集

（出典）電力広域的運営推進機関HP 容量市場 長期脱炭素電源オークション約定結果（応札年度：2023年度）から資源エネルギー庁作成
（注）四捨五入の関係で、個別発電所の落札容量を足し上げた値と、合計落札容量に差異が生じている点に留意。

長期脱炭素電源オークションにおいて、短期的な供給力不足の懸念に対応する観点から、2050年までの脱炭
素化を前提としたLNG火力を23～25年度の３年間で計600万kW募集。第1回オークションにおける落札
容量が計576万kWに上り、3年分の枠の96%が第1回で落札される結果となった。

※本オークションで落札したLNG火力については、2050年までの脱炭素化を前提としており、その道筋を
記載した「脱炭素化ロードマップ」の作成・遵守を求めることとしている。

データセンター等の新増設などによって電力需要が増加傾向となる見通しが示されたことを踏まえ、非化石電源
の導入拡大を前提としつつ、更に安定供給に万全を期す観点から、更に24～25年度の2年間で400万kW
を追加募集（合計1,000万kW）することとした。

落札容量[万kW]発電所事業者
55.1石狩湾新港発電所北海道電力株式会社
61.6東新潟火力発電所第６号機東北電力株式会社
59.2南港発電所１号機関西電力株式会社
59.2南港発電所２号機関西電力株式会社
59.2南港発電所３号機関西電力株式会社
46.4柳井発電所新２号機中国電力株式会社
60.5千葉袖ヶ浦パワーステーション東京瓦斯株式会社
56.6姫路天然ガス発電所３号機大阪瓦斯株式会社
59.0知多火力発電所７号機株式会社JERA
59.0知多火力発電所８号機株式会社JERA

575.6合計

第1回オークションにおけるLNG火力の落札電源一覧

2024/12/25 第80回電力・ガス
基本政策小委員会 資料３
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エネルギー基本計画（原案）の概要（５／７）



再エネ大量導入とレジリエンス強化のため、電力広域的運営推進機関において、2050年カーボン
ニュートラルも見据えた、広域連系系統のマスタープランを2023年3月29日に策定・公表した。
並行して、北海道～本州間の海底直流送電等について、具体的な整備計画の検討を開始。

（参考）「マスタープラン」の概要

中地域増強
約520億円

九州地内増強
約100億円

九州～四国（新設）
約4,800～5,400億円

九州～中国（増強）
＋280万kW
約4,200億円

中国地内増強
約1,000億円

中部地内増強
約30億円

東京地内増強
約6,700億円

北海道地内増強
約1.1兆円

四国地内増強
約1,600億円

東北～東京（増強）
約2,000億円

FC（増強）
+270万kW

約4,000~4,300億円

東北地内増強
約6,500億円

【必要投資額（概算）】
約6.0～7.0兆円

北海道～東北～東京
（新設）

+600~800万kW
約2.5～3.4兆円

（出典）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）（電力広域的運営推進機関2023年3月29日策定）のうちベースシナリオより作成

第52回再エネ大量導入・次世代電力NW小委員会
（2023年６月21日）資料２より抜粋（一部修正）

19
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エネルギー基本計画（原案）の概要（６／７）
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エネルギー基本計画（原案）の概要（７／７）
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（参考）2040年度エネルギー需給見通しの基本的な考え方 2024/12/25 第68回基本政策分科会 資料2



（参考）シナリオごとの技術想定
2040年度の野心的な排出削減の実現に向けては、革新技術の導入拡大が不可欠。それぞれのシナリオに
おいて、再エネ、水素等、CCSの導入可能量拡大やコスト低減の進展を想定。

技術
シナリオ

CCS水素等再エネ
低位低位高位①再エネ拡大
低位高位低位②水素・新燃料活用
高位低位低位③CCS活用
高位高位高位④革新技術拡大
低位低位低位⑤技術進展

シナリオごとの技術動向の想定

※数値は暫定値であり、今後変動し得る。

※ 記載の数値は、RITEの分析における想定値。モデル内でのコストは実質価格で想定しており、1USD=110円（2000-2010年平均値）を採用。
※ 上記①～⑤の各シナリオは、RITEの分析における「再エネシナリオ」「水素系燃料シナリオ」「CCSシナリオ」「成長実現シナリオ」「排出上振れシナリオ」にそれぞれ対応している。

CO2回収可能量が一定程度拡
大
2040年度のCO2回収可能量想定
国内貯留分：0.5億トン程度
海外輸送含む全体：0.6億トン程度

水素等製造技術のコスト低減・
効率向上が一定程度進展
2040年度の設備コスト想定
水電解・メタネーション：

足下比約4～7割低減

再エネの発電コストが一定程度
低減
2040年度の再エネ発電コスト想定
太陽光：12～18円/kWh程度
陸上風力：12～25円/kWh程度
洋上風力：18～38円/kWh程度

低位

技術革新
CO2回収可能量の拡大が加速
2040年度のCO2回収可能量想定
国内貯留分：0.5億トン程度
海外輸送含む全体：1.2億トン程度

水素等製造技術のコスト低減・
効率向上が加速
2040年度の設備コスト想定
水電解・メタネーション：

足下比約7～9割低減

再エネの発電コスト低減が加速
2040年度の再エネ発電コスト想定
太陽光：7～12円/kWh程度
陸上風力：11～23円/kWh程度
洋上風力：12～26円/kWh程度

高位
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（参考）エネルギー需給の見通し（イメージ）
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（参考）2040年度におけるエネルギー需給の見通し
2024/12/17 第67回基本政策分科会 資料２
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（参考）シナリオ別 電力需給
2040年度の電力需要は0.9～1.1兆kWh程度、発電電力量は1.1～1.2兆kWh程度。

シナリオ別 電力需給（2040年度）
電力需要（最終消費） 電力供給（発電電力量）

※ 合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。
※ 第６次エネルギー基本計画において、2050年の発電量の約50～60％を太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス等の再生可能エネルギー、水素・燃料アンモニア発電を約

10％、原子力・CO2回収前提の火力発電を約30～40％とすることを、議論を深めていくための参考値として示した。

産業

業務

家庭
運輸

火力

原子力

再エネ
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2024/6/6 第56回基本政策分科会 資料１



29

2024/6/6 第56回基本政策分科会 資料１
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2024/5/13 第11回GX実行会議 資料１
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（参考）エネルギーコスト高による産業競争力への影響 2024/8/27 第12回GX実行会議 資料１
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（参考）ドラギレポートの概要（エネルギー関連） 2024/10/8 第64回基本政策分科会 資料1


